
 

 

広島市監査公表第４５号 

令和７年９月２６日 

 

 令和７年７月２９日付け第６９５号で受け付けた広島市職員に関する措置請求について、その監

査結果を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定により、別紙のとおり公

表する。 

 

広島市監査委員 古 川 智 之 

同       井 戸 陽 子 

同       川 村 真 治 

同       平 岡 優 一 
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広 監 第 １ ０ ０ 号 

令和７年９月２６日 

 

請求人 

 

（略） 

 

広島市監査委員 古 川 智 之 

同       井 戸 陽 子 

同       川 村 真 治 

同       平 岡 優 一 

 

   広島市職員に関する措置請求に係る監査結果について（通知） 

 令和７年７月２９日付けで受け付けた広島市職員に関する措置請求（以下「本件措置請求」とい

う。）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定により監査を行っ

たので、その結果を同項の規定により次のとおり通知する。 

 

第１ 請求の要旨 

  請求書の記載内容から、請求の要旨は次のとおりと整理できる。 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」とい

う。）により、事業所等から事業活動に伴って排出される「廃プラスチック類」は全て「産業廃棄

物」であることから、事業者は、これを産業廃棄物として処理しなければならない。 

  広島市では、事業所から排出される廃棄物のうち、広島市による円滑な処理が可能な「包装ビ

ニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック類」を一般廃棄物として広島市一般廃棄物（ごみ）

処理計画に位置付けて取り扱っている。 

  これは、法律で産業廃棄物と規定しているにもかかわらず、広島市では一般廃棄物と勝手に位

置付け一般廃棄物として処理しているということであるから、法律の規定より広島市のごみ処理

計画が優位となっており、裁量権が濫用され又はその範囲の逸脱があるといえる。 

  多くの自治体は、事業所等から排出されるものは「全て事業活動に伴うもの」であるとして、

廃プラスチック類は全て産業廃棄物であるとしているが、一部の自治体においては、従業員が事

務所等で飲食する行為に伴って発生するものは「事業活動に伴って排出された」とまではいえな

いとして、昼食のカップ麺の容器等は一般廃棄物として排出してよいとしている。 

  広島市においても、かつては、「事業ごみ適正処理ガイドブック」に「廃プラスチック類のうち、

従業員などが個人消費した弁当の容器やレジ袋などは、事業系一般廃棄物として、市のごみ処理

施設への搬入を認めています。」と記載していた。 

  現在の「事業ごみ適正処理ガイドブック」では、「廃プラスチック類」を「業種にかかわらず産

業廃棄物に区分される廃棄物」と明示した表を作成した上で、「表の区分のほか、市のごみ処理施

設で受け入れを行う事業系一般廃棄物があります。詳しくは広島市一般廃棄物（ごみ）処理計画

をご確認ください。」と小さく記載し、当該処理計画に基づき判断するよう求めている。しかし、

当該処理計画には、その記載がない。 

  広島市は、事業所に対して「事業ごみ（一般廃棄物）の正しい出し方」というチラシも作成し、

「包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器など」と例示し、これらに代表されるあらゆる廃プラスチッ

ク類を、この袋に入れて出せば（きれいにできない場合には「可燃ごみ用袋」に入れて出せば）

一般廃棄物となるととれる表記をしている。 

別紙 
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  廃棄物の処理を真面目に考え法令を理解して処理処分を行おうとしている事業者は、産業廃棄

物として高額な処分料を支払って排出し、「事業ごみ（一般廃棄物）の正しい出し方」を見て判断

する、あるいは何も考えずプラスチックごみ用袋が存在するという理由で一般廃棄物として排出

する事業者は、税金での処分で安価に行うこととなって、不公平が生じている。 

  広島市では、産業廃棄物であることから搬入できない廃プラスチック類の処理処分を行ってい

ることによって、ごみ処理費用が過大になっているので、本件事業に係るこれまでの公金の支出

の返還を求めるとともに、監査がなされるまでの間、公金の支出や入札手続、契約の締結及び履

行など、一切の財務会計行為の停止を求める。 

 

（事実を証する事実証明書として次の書類が提出されている。添付は省略。） 

  ・【事実証明書１】法律が事業所等から事業活動に伴って排出される「廃プラスチック類」は

すべて「産業廃棄物」と規定していること 

  ・【事実証明書２】質問に対する広島市の回答 

  ・【事実証明書３】政令指定都市２０市、中核市６２市、施行時特例市２３市の事業活動に伴

って生じた「廃プラスチック類」の区分 

  ・【事実証明書４】事業所等から排出されるものは「全て事業活動に伴うもの」であるとして

いる自治体の例 

  ・【事実証明書５】改定前の「事業ごみ適正処理ガイドブック」(該当箇所のみ) 

  ・【事実証明書６】現在の「事業ごみ適正処理ガイドブック」(該当箇所のみ) 

  ・【事実証明書７】「事業ごみ(一般廃棄物)の正しい出し方」(該当部分のみ) 

  ・【事実証明書８】令和４年度に調査された事業系可燃ごみの組成分析調査結果 

  ・【事実証明書９】令和６年度一般廃棄物(ごみ)処理実施計画(該当箇所のみ) 

  ・【事実証明書１０】ごみ処理費用 

  ・【事実証明書１１】廃プラスチック類が一般廃棄物に混入しないよう注意喚起する他自治体

のチラシ等 

  ・【事実証明書１２】廃プラスチック類を一般廃棄物として搬出したため逮捕・送検された事

例 

  ・【事実証明書１３】逮捕を受けての東京二十三区清掃一部事務組合の対応 

 

第２ 請求の受理 

  本件措置請求は、令和７年８月１９日に、同年７月２９日付けでこれを受理することを決定し

た。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 請求人による証拠の提出及び陳述 

   地方自治法第２４２条第７項の規定に基づき、請求人に対し、証拠の提出及び陳述の機会を

設けた。 

   これを受けて、請求人は次のとおり、書類を提出するとともに陳述を行った。 

  ⑴ 証拠の提出 

   ア 提出日 

     令和７年９月１日 

   イ 提出された証拠（添付を省略する。） 

    ・【追加証拠１】広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（素案）に対する市民意見募集の

結果について 

    ・【追加証拠２】H29.3.21 付け国の通達「廃棄物処理に関する排出事業者責任の徹底につい

て（通知）」 
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    ・【追加証拠３】平成２９年６月「排出事業者責任に基づく措置に係るチェックリスト」 

    ・【追加証拠４】東京二十三区清掃一部事務組合の報告 

 

  ⑵ 陳述 

   ア 陳述日 

     令和７年９月３日 

   イ 主な内容 

     廃棄物処理法において、事業活動に伴って生じた廃プラスチック類は業種にかかわらず

全て産業廃棄物であるとされていが、広島市は、一般廃棄物処理計画に一般廃棄物として

位置付けて取り扱っている。 

     今年、一般廃棄物処理計画が見直され、見直しに当たって市民意見の募集があり、その

募集結果がホームページで公開されている。 

     ホームページでは、国の見解を引用した上で、「この見解は従前から示されているもので

あり、廃棄物処理法第６条第２項では、市町村は一般廃棄物処理計画において一般廃棄物

の種類及び分別の区分などを定めるものとされていることから、本市では、上記国の見解

を踏まえ、事業所から排出される『包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック

類』を事業ごみとして広島市一般廃棄物（ごみ）処理計画に位置付け、一般廃棄物として

取り扱っており、本市の取扱いが法律違反に当たることはないと考えています。なお、こ

の取扱いについて、本市以外の地方自治体においても、事業所から排出されるプラスチッ

クごみを一般廃棄物として、一般廃棄物処理計画に位置付けて取り扱っている事例はあり

ます。」との「本市の考え方」が示されている。 

     まず、「国の見解を踏まえ、事業所から排出される『包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器な

どのプラスチック類』を事業ごみとして広島市一般廃棄物（ごみ）処理計画に位置付け、

一般廃棄物として取り扱っており」とあるが、国の見解では、一般廃棄物に対する考え方

と産業廃棄物に対する考え方しか示されていない。 

     国は、排出事業者の責任の徹底について通達を出しており、産業廃棄物の最終責任を担

うのは排出事業者であり、排出事業者の責任を強く認識させる措置を講じるべきであると

して、そのためのチェックリストも用意している。 

     次に、「廃棄物処理法第６条第２項では、市町村は一般廃棄物処理計画において一般廃棄

物の種類及び分別の区分などを定めるものとされている」とあるが、廃棄物処理法第６条

第２項にそのようなことは書かれていない。 

     廃棄物処理法自体は、第２条で一般廃棄物と産業廃棄物を定義しており、第６条では、

一般廃棄物で定義したものについて、市町村が処理計画を定めなければならないと規定さ

れている。それを広島市は公表している文書の中で、あたかも第６条によって産業廃棄物

を一般廃棄物に位置付けてもいいかのような書き方をしている。 

     また、「本市以外の地方自治体においても、事業所から排出されるプラスチックごみを一

般廃棄物として、一般廃棄物処理計画に位置付けて取り扱っている事例はあります」とあ

るが、政令指定都市２０市、中核市６２市、施行時特例市２３市について調べたところ、

一部の市は、１袋分又は従業員が個人的に消費したものに限り受け入れているが、それ以

外の市は、従業員が個人的に食べた物であっても受け入れていない。 

     従業員が個人的に消費したものは一般廃棄物にしてもいいという考え方の根本は、事業

活動に伴って排出されたものとまでは言い切れない、という解釈ができることによるもの

である。 

     一部のプラスチック類を受け入れている市も、飽くまで産業廃棄物としての位置付けの
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中で、小規模な事業所等に配慮して少量を受け入れているというものである。 

     広島市の考え方は違法であると同時に、その違法性によって広島市及び広島市民に不当

な税支出で不利益を被らせているので、これをしっかり監査をして、本当に何が正しいの

か、明確にしていただきたい。 

 

 ２ 広島市長（環境局環境政策課、同局環境施設部、同局業務部業務第一課及び同部産業廃棄物

指導課）の意見書 

   市に対し、意見書及び関係書類等の提出を求めたところ、令和７年８月２９日付け広環政第

２３号により意見書の提出があった。なお、陳述は行われなかった。 

   この意見書の主な内容は、次のとおりである。 

  ⑴ 本市の取扱いに違法事由が存在しないことについて 

    次の理由により、請求人が主張する内容について、いずれも理由がないことから、本件措

置請求は棄却されるべきである。 

   ア 廃棄物処理法の目的との整合について 

     廃棄物処理法第１条において「この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正

な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすること

により、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。」と規定されてい

る。 

     現状、本市では、事業所から排出される「包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラ

スチック類」を事業ごみとして広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画及び広島市一般廃

棄物（ごみ）処理実施計画に位置付け、一般廃棄物として取り扱っており、この取扱いは

廃棄物処理法の目的に即したものである。 

   イ 国（環境省）の見解との整合について 

     事業活動に伴って生じたプラスチックごみなどの廃棄物の取扱いについては、これまで

国において、以下のとおり整理されている。 

 

    （令和６年６月２６日開催「全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会議資料」のうち、

「廃棄物適正処理推進課資料」より抜粋） 

    １．一般廃棄物の適正処理の推進について 

    ⑴ 一般廃棄物処理計画の適正な策定及び運用の徹底 

    ② 事業活動に伴って生じた廃棄物の適正な処理 

      事業活動に伴って生じた廃棄物の取扱いについては、これまでに「廃棄物・リサイク

ル制度の基本問題に関する中間取りまとめ（平成１４年３月、中央環境審議会廃棄物・

リサイクル部会）」及び「今後の廃棄物・リサイクル制度の在り方について（意見具申）

（平成１４年１１月、中央環境審議会）」において整理され、「その性状、排出量、処

理困難性等の問題から市区町村責任の下で処理が円滑に行われているとは言い難いもの」

以外のものについては、市区町村の処理責任の下に整理されている。 

      このことから、事業者から排出される廃棄物のうち、市区町村による処理が可能なも

のは事業系一般廃棄物として、市区町村による統括的処理責任の下、一般廃棄物処理計

画に基づき処理がなされてきているところである。一方で、産業廃棄物に区分される廃

棄物については、排出事業者の処理責任の下、廃棄物処理法第１２条の３の規定に基づ

き排出者はマニフェストの交付義務を負う等の厳格な対応が求められることに留意が必

要である。このように、事業者から排出される廃棄物については、それぞれの処理責任

や法的義務に基づき、全体として適正な処理が確保されることが重要である。なお、事
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業活動に伴って生じた廃棄物をその性状等に鑑みて一般廃棄物又は産業廃棄物のどちら

として処理するかについては、その区分の趣旨に照らして適切に判断されるべきもので

あり、一般廃棄物について統括的処理責任を有する市区町村と産業廃棄物の処理につい

て指導監督権限を有する都道府県等との間においてその扱いを十分に調整する必要があ

る。以上の点を踏まえ、事業活動に伴って生じた廃棄物の適正な処理が確保されるよう、

管内市区町村との十分な連携を図られたい。 

      例えば、事業者から排出される廃棄物には、腐敗性の固形・液体廃棄物等と渾然一体

となって排出される場合もあり、このようなものは完全に分別することが困難であるこ

とや、公衆衛生の観点から速やかな処理が重視されるべきものであることから、事業系

一般廃棄物として扱われる場合もあると考えられる。また、小規模事業場や個人商店等

の事業所から排出される少量のプラスチック等の廃棄物をこれまで可燃ごみとして扱っ

てきた場合に、これらの廃棄物を産業廃棄物として取り扱うこととする場合には、上記

のとおり排出者にはマニフェストの交付義務等が課されることにも留意し、当該廃棄物

の性状、排出量、排出者の事情、排出状況等を十分に考慮した上で、適正な処理を確保

するためにどのような扱いが望ましいのかということを、一般廃棄物について統括的処

理責任を有する市区町村と産業廃棄物の処理について指導権限を有する都道府県等との

間で十分に調整する必要がある。 

 

     この見解は従来から示されているものであり、廃棄物処理法第６条第２項では、市町村

は一般廃棄物処理計画において一般廃棄物の種類及び分別の区分などを定めるものとされ

ていることから、本市では、上記の国の見解を踏まえ、事業所から排出される「包装ビニ

ール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック類」を事業ごみとして広島市一般廃棄物（ご

み）処理基本計画及び広島市一般廃棄物（ごみ）処理実施計画に位置付け、一般廃棄物と

して取り扱っており、本市の取扱いが法律違反に当たることはない。 

     なお、この取扱いについて、本市以外にも、事業所から排出されるプラスチックごみを

一般廃棄物として、一般廃棄物処理計画に位置付けて取り扱っている地方自治体があるこ

とを把握している。 

 

  ⑵ 公金の支出について 

    上記⑴のとおり、本市の取扱いに違法事由は存在しないため、この取扱いにより生じるご

み処理経費を違法又は不当な公金の支出とする請求人の主張は当たらない。 

 

 ３ 監査対象事項 

   広島市が、事業者から排出される廃棄物のうち、「プラスチックごみ」（包装ビニール、ポ

リ袋、ポリ容器などのプラスチック類）について、「広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」

及び各年度の「広島市一般廃棄物（ごみ）処理実施計画」（以下これらを「市一般廃棄物処理

計画」という。）において一般廃棄物として定めていることに関し、同市の財務会計上の行為

に財務会計法規上の違法性又は不当性が認められるか。 

 

 ４ 監査の実施内容 

   請求人から提出された広島市職員措置請求書及び事実を証する書類、請求人から提出された

追加証拠、請求人の陳述の内容、広島市長から提出された意見書のほか関係書類を確認すると

ともに、関係職員からの聴取りを行うなどして監査した。 
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第４ 監査の結果 

 １ 事実の確認 

   本件措置請求は、事業者から排出される廃棄物の処理行政に関する措置請求であるため、以

下においては、参考資料等からの引用部分を除き、「ごみ」、「一般廃棄物」又は「産業廃棄物」

とあるのは、「事業者から排出される廃棄物」であることを前提とする。 

  ⑴ 我が国における産業廃棄物処理行政の沿革 

    戦後の経済発展や都市への人口集中に伴って都市ごみが急増し、この問題に対応するため、

昭和２９年（１９５４年）に「清掃法」が制定され、市町村が収集・処分を行う従前の仕組

みに加えて国と都道府県が財政的、技術的援助を行うこと、住民の協力義務などが定められ

た。 

    その後、家庭ごみについては、ごみ焼却施設の導入や効率的・衛生的な収集作業の機械化

が進むなど処理体制が進展する一方で、各種産業の事業者から排出される廃棄物については、

市町村の処理体系の中では技術面、財政面、運営面等について十分な体制が整っておらず、

適切な処理体制が求められていた。 

    １９６０年代になると、高度経済成長に伴い、大量生産、大量消費型の経済構造が進展し、

都市ごみの急速な増加・多様化とともに、事業所から排出される廃棄物の一部が適切に処理

されないまま廃棄されたり、建設廃材が不法投棄されたりするなどの事案が生じ、清掃法で

規定する市町村による処理体制だけでは対応が難しい状況となった。また、埋め立てても土

に還らず、焼却すれば高熱を発して焼却炉を傷めるプラスチック製品の普及が進み、大量に

廃棄されるようになったことで、焼却の際に排出されるばいじん、酸性ガス等を原因の一つ

とする大気汚染や公害問題も顕在化した。 

    このような問題を受け、産業廃棄物を盛り込んだ廃棄物全体の処理責任や処理基準を明確

化し、廃棄物処理の基本体制を整備するため、昭和４５年（１９７０年）に清掃法を全面改

正した「廃棄物処理法」が制定され、廃棄物を「一般廃棄物」と「産業廃棄物」の二つに区

分し、一般廃棄物については従来どおり市町村が処理責任を有する一方、産業廃棄物につい

ては排出事業者が処理責任を有することが規定された。また、公衆衛生問題対策としての廃

棄物処理に加え、公害問題への取組も含めた「生活環境の保全」を目的とすることが明示さ

れた。 

    その後、１９８０年代までに廃棄物の適正処理は着実に進展したものの、１９９０年代前

半にかけたバブル景気による消費増大や生産活動の一段の拡大により、廃棄物排出量が増加

し続けるとともに、大型化した家電製品など適正処理が困難な廃棄物の出現や容器包装の使

用拡大、ペットボトルの普及など、廃棄物の種類の多様化も進んだ。こうした廃棄物の発生

量が増加している問題やそれに伴う最終処分場の不足等の問題の抜本的解決を図るため、施

策の重点がごみの排出量そのものの抑制へと移行し、平成３年（１９９１年）の廃棄物処理

法改正において、廃棄物の排出抑制と分別・再生（再資源化）が法律の目的に加えられた。 

    一方で、排出事業者の中に、適正な処理費用を負担する責任感に欠け、安く請け負う処理

業者へ安易に委託する者が現れ、悪質な処理業者や無許可業者による産業廃棄物の不法投棄

等が横行し、重大な環境汚染が引き起こされた。 

    こうした最終処分場のひっ迫や産業廃棄物の不法投棄等の問題を踏まえ、廃棄物の適正な

処理及び減量化・リサイクルを推進するとともに、処理費用負担への事業者の責任感の欠如

など産業廃棄物処理における構造的な問題を解決することを目的とし、１９９７年以降、廃

棄物処理法が逐次改正され、「排出事業者責任の徹底」、「不適正処理対策」、「適正な処理施設

の確保」を中心とした構造改革が推進された。また、廃棄物の処理の流れを把握することに

より、不法投棄等の不適正処理を防止し、排出事業者責任に基づく適正な処理を確保するこ
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とを目的にしたマニフェスト制度も導入された。 

（環境省のホームページ「日本の廃棄物処理の歴史と現状」を要約。） 

 

  ⑵ 廃棄物処理法における関係規定 

    廃棄物処理法のうち、本件措置請求に関係のある規定は、次のとおりである。 

 

    （目的） 

   第１条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、

再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び

公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

    （定義） 

   第２条 この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、

廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状のもの

（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。 

   ２ この法律において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

   ３ （略） 

   ４ この法律において「産業廃棄物」とは、次に掲げる廃棄物をいう。 

    ⑴ 事業活動に伴つて生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃

プラスチック類その他政令で定める廃棄物 

    ⑵ 輸入された廃棄物（前号に掲げる廃棄物、船舶及び航空機の航行に伴い生ずる廃棄物

（政令で定めるものに限る。第１５条の４の５第１項において「航行廃棄物」という。）

並びに本邦に入国する者が携帯する廃棄物（政令で定めるものに限る。同項において

「携帯廃棄物」という。）を除く。） 

   ５・６ （略） 

    （事業者の責務） 

   第３条 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理し

なければならない。 

   ２ （略） 

   ３ 事業者は、前２項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に

関し国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

    （国及び地方公共団体の責務） 

   第４条 市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量に関し住民の自主的な活動の促進

を図り、及び一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、一般廃

棄物の処理に関する事業の実施に当たつては、職員の資質の向上、施設の整備及び作業方

法の改善を図る等その能率的な運営に努めなければならない。 

   ２ 都道府県は、市町村に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な技術的援助を

与えることに努めるとともに、当該都道府県の区域内における産業廃棄物の状況をはあく

し、産業廃棄物の適正な処理が行なわれるように必要な措置を講ずることに努めなければ

ならない。 

   ３ 国は、廃棄物に関する情報の収集、整理及び活用並びに廃棄物の処理に関する技術開発

の推進を図り、並びに国内における廃棄物の適正な処理に支障が生じないよう適切な措置

を講ずるとともに、市町村及び都道府県に対し、前２項の責務が十分に果たされるように

必要な技術的及び財政的援助を与えること並びに広域的な見地からの調整を行うことに努

めなければならない。 
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   ４ 国、都道府県及び市町村は、廃棄物の排出を抑制し、及びその適正な処理を確保するた

め、これらに関する国民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。 

    （基本方針） 

   第５条の２ 環境大臣は、廃棄物の排出の抑制、再生利用等による廃棄物の減量その他その

適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「基

本方針」という。）を定めなければならない。 

   ２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

    ⑴ 廃棄物の減量その他その適正な処理の基本的な方向 

    ⑵ 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する目標の設定に関する事項 

    ⑶ 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策を推進するための基本的事項 

    ⑷ 廃棄物の処理施設の整備に関する基本的事項 

    ⑸ 非常災害時における前２号に掲げる事項に関する施策の推進を図るために必要な事項 

    ⑹ 前各号に掲げるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理に関し必要な事項 

   ３・４ （略）。 

    （都道府県廃棄物処理計画） 

   第５条の５ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県の区域内における廃棄物の減量

その他その適正な処理に関する計画（以下「廃棄物処理計画」という。）を定めなければな

らない。 

   ２ 廃棄物処理計画には、環境省令で定める基準に従い、当該都道府県の区域内における廃

棄物の減量その他その適正な処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 

    ⑴ 廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

    ⑵ 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する基本的事項 

    ⑶ 一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制に関する事項 

    ⑷ 産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

    ⑸ 非常災害時における前３号に掲げる事項に関する施策を実施するために必要な事項 

   ３・４ （略） 

    （一般廃棄物処理計画） 

   第６条 市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（以下「一般廃棄

物処理計画」という。）を定めなければならない。 

   ２ 一般廃棄物処理計画には、環境省令で定めるところにより、当該市町村の区域内の一般

廃棄物の処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 

    ⑴ 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

    ⑵ 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

    ⑶ 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分 

    ⑷ 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

    ⑸ 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

   ３ 市町村は、その一般廃棄物処理計画を定めるに当たつては、当該市町村の区域内の一般

廃棄物の処理に関し関係を有する他の市町村の一般廃棄物処理計画と調和を保つよう努め

なければならない。 

   ４ 市町村は、一般廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表するよう努めなければならない。 

    （市町村の処理等） 

   第６条の２ 市町村は、一般廃棄物処理計画に従つて、その区域内における一般廃棄物を生

活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分（再生することを
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含む。（中略））しなければならない。 

   ２～７ （略） 

    （事業者及び地方公共団体の処理） 

   第１１条 事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。 

   ２ 市町村は、単独に又は共同して、一般廃棄物とあわせて処理することができる産業廃棄

物その他市町村が処理することが必要であると認める産業廃棄物の処理をその事務として

行なうことができる。 

   ３ 都道府県は、産業廃棄物の適正な処理を確保するために都道府県が処理することが必要

であると認める産業廃棄物の処理をその事務として行うことができる。 

 

  ⑶ 「廃プラスチック類」の定義 

    昭和４６年１０月２５日付け環整第４５号発厚生省環境衛生局環境整備課長通知「廃棄物

の処理及び清掃に関する法律の運用に伴う留意事項について」では、産業廃棄物のうち、「廃

プラスチック類」について「合成樹脂くず、合成繊維くず、合成ゴムくず等合成高分子系化

合物に係る固形状及び液状のすべての廃プラスチック類を含むものであること。」とされてい

る。 

 

  ⑷ 一般廃棄物及び産業廃棄物の区分に関する国（環境省）の見解 

    令和６年６月２６日開催「全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会議資料」（以下「令和

６年国会議資料」という。）において、前記広島市長の意見書の中で抜粋引用されている部

分（第３の２⑴イ）のほか、次のとおり、国（環境省）の見解が示されている。 

 

   （令和６年国会議資料「廃棄物規制課資料」から抜粋。） 

   ０．適正処理の更なる推進と循環型社会の形成に向けた廃棄物処理法の産業廃棄物に係る規

定の合理的運用について 

     （略） 

     一部の自治体において、廃棄物処理法全体の目的や各規定の趣旨等を考慮しない非合理

的な運用がなされている事例が未だに散見される。 

     具体的には、廃棄物処理法（同法に基づく政令、省令及び告示等を含む。以下本項にお

いて同じ。）の文言のみに囚われた形式的な解釈や、産業廃棄物処理業者の合理的な実務を

踏まえない運用、廃棄物処理法で定める書類以外に多くの書類の提出を求める指導など、

産業廃棄物処理業者に対して過度の負担を強いる行政実務が見られるところである。 

     その一方、不適正処理案件等について、長期間漫然と行政指導のみを繰り返し、廃棄物

処理法に定める各種命令権限等を適時適切に行使しないまま、生活環境保全上の支障を生

じさせ、更に拡大させてしまっている事例も跡を絶たない。 

     産業廃棄物の適正処理の更なる推進と循環型社会の形成の担い手は、産業廃棄物処理業

者であり、その中核となるのが優良な処理業者である。そして、産業廃棄物の適正処理の

推進と循環型社会形成に向けて、そのような優良な処理業者を育成し、悪質な処理業者を

排除する取組で最も重要な役割を果たすのは、産業廃棄物に係る廃棄物処理法上の権限を

有する都道府県及び政令市である。したがって、産業廃棄物の適正処理の更なる推進と循

環型社会の形成という産業廃棄物行政の目的を達成するためには、都道府県及び政令市に

おける廃棄物処理法の合理的な運用が決定的に重要である。 

     このような観点から、各都道府県・政令市においては、以下の事項を常に念頭に置きな

がら、産業廃棄物に係る廃棄物処理法の規定の合理的な運用に努めていただきたい。 
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     （略） 

   ④ 廃棄物処理法の目的は、廃棄物の適正処理を通じた生活環境の保全及び公衆衛生の向上

であり、この目的を実現するために設けられた各規定の趣旨を踏まえ運用すること。その

際には、当該規定のみならず、廃棄物処理法の他の規定、循環型社会形成推進基本法、各

種リサイクル法など関連法令も勘案し、全体最適となるような運用を心がけること。 

   ⑤ 従来からの指導方針や解釈等を漫然と踏襲したり、前例が無いことを理由にしたりする

のではなく、近時における産業廃棄物処理及び産業廃棄物処理業界における状況の変化を

踏まえて、産業廃棄物行政を遂行すること。さらには、産業廃棄物処理及び産業廃棄物行

政のイノベーションも意識して取り組むこと。 

     （略） 

 

  ⑸ 広島市が産業廃棄物の一種として示す「廃プラスチック類」の性状に係る具体例 

    「産業廃棄物の処理（廃棄物処理法の概要）」（令和４年１０月改訂、広島市）においては、

次の図表の太枠で囲んだ部分のとおり、産業廃棄物の一種である廃プラスチック類の性状の

具体例として「廃ポリウレタン、廃ベークライト（プリント基盤等）、廃スチロール（発泡ス

チロールを含む。）、廃農業用フィルム、各種合成樹脂系包装材料のくず、廃合成皮革、廃合

成建材（タイル、断熱材、合成木材、防音材等）、合成繊維くず（ナイロン、ポリエステル、

アクリル等で混紡も含む。）、廃ポリ容器類、電線の被覆くず、廃タイヤ、ライニングくず、

廃ポリマー、塗料かす、接着剤かす等」が挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （「産業廃棄物の処理（廃棄物処理法の概要）」（令和４年１０月改訂、広島市）から抜粋。）  
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  ⑹ 「事業ごみ適正処理ガイドブック」における記載 

    広島市作成の「事業ごみ適正処理ガイドブック」においては、事業ごみの区分と種類につ

いて、次の図のとおり、廃プラスチック類は「業種にかかわらず産業廃棄物に区分される廃

棄物の種類」に該当する旨示す一方で、「下記の表の区分のほか、市のごみ処理施設で受け入

れを行う事業系一般廃棄物があります。詳しくは広島市一般廃棄物（ごみ）処理計画をご確

認ください。」と付記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （「事業ごみ適正処理ガイドブック」（広島市）から抜粋。）  
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  ⑺ 市一般廃棄物処理計画における事業ごみ（一般廃棄物）の分別区分等 

    平成３１年度の「広島市一般廃棄物（ごみ）処理実施計画」において、「陶磁器、不燃物を

含む複合品」及び「包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器等」の分別区分及び処分方法は、とも

に、「不燃ごみ」及び「埋立て」であったが、焼却施設の能力や埋立ごみの削減等を考慮し、

「包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器等」については、分別区分が「プラスチックごみ」に、

処分方法が「焼却」に変更されることとなった。これに伴い、令和２年度の「広島市一般廃

棄物（ごみ）処理実施計画」から、新たに「プラスチックごみ」の分別区分が設けられた

（下記の平成３０年度第１回広島市廃棄物処理事業審議会（報告４）の資料参照）。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （平成３０年度第１回広島市廃棄物処理事業審議会資料（報告４）から抜粋。）  
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    また、令和２年度から事業ごみ（一般廃棄物）の分別区分が変わることに伴い、「事業ごみ

（一般廃棄物）の正しい出し方」が作成され、市内の事業者等に対し周知が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （「事業ごみ（一般廃棄物）の正しい出し方」（令和２年１月、広島市）から抜粋。）  
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    その後、「広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」においては、令和３年３月の改定の際

に「プラスチックごみ」（包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック類）が加えら

れ（次の上段の図のとおり。）、これは、令和７年３月に策定された現行計画においても引き

継がれている（次の下段の図のとおり。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （「広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」（令和３年３月改定）から抜粋。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （「広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」（令和７年３月）から抜粋。）  
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  ⑻ 広島市が受け入れているプラスチックごみ（事業系一般廃棄物） 

広島市が受入れを行っているプラスチックごみについて、環境局の職員から実態を聴取し

たところ、「円滑にごみ処理ができる範囲内で、主に、オフィスでの従業員の飲食に伴って事

業所から排出されるプラスチック製の弁当容器やレジ袋のほか、従業員が事務作業に使用し

たプラスチック製のクリアファイルやものさし等の文具類などは受け入れているが、廃タイ

ヤ、プラスチック製のパレットやマットレスなどは受け入れていない。」ということであった。 

 

  ⑼ 事業活動に伴って生じた固形状の一般廃棄物の処分手数料 

    事業活動に伴って生じた固形状の一般廃棄物の焼却処分、破砕処分又は埋立処分を、市の

一般廃棄物の処理施設において行う場合の処分手数料については、広島市廃棄物の処理及び

清掃に関する条例（昭和４７年広島市条例１９号）別表第２において、次のとおり定められ

ている。 

    なお、平成３１年の同条例の一部改正（令和２年４月１日施行）により、別表第２の区分

に「一般廃棄物処理計画に定めるプラスチックごみ」が新たに設けられた。 

 

   別表第２（第９条、第１２条関係） 

区       分 単   位 金額 

固形状一般

廃棄物処分

手数料 

市長が指定す

る袋に収納し

て搬入する場

合 

焼却施設へ搬

入するとき。 

法第 6条第 1項

に規定する一般

廃棄物処理計画

（以下「一般廃

棄物処理計画」

という。）に定

める可燃ごみ 

 
円 

10リットル袋 1袋につき 23  

30リットル袋 1袋につき 71  

45リットル袋 1袋につき 107  

70リットル袋 1袋につき 168  

90リットル袋 1袋につき 216  

 
 

 

一般廃棄物処理

計画に定めるプ

ラスチックごみ 

45リットル袋 1袋につき 65  

70リットル袋 1袋につき 101  

90リットル袋 1袋につき 131  

一般廃棄物処理計画に定める不

燃ごみを埋立地へ搬入すると

き。 

10リットル袋 1袋につき 14  

30リットル袋 1袋につき 43  

45リットル袋 1袋につき 65  

その他の場合 10キログラムまでごとに 101  

固形状一般廃棄物再生処理手数料 10キログラムまでごとに 71  

産業廃棄物の処分に要する費用 10キログラムまでごとに 101  

   （注）この表において「法」とは、廃棄物処理法を指す。 

 

 ２ 判断 

  ⑴ 本件措置請求における判断枠組み 

    住民監査請求の対象となるものは、地方自治法第２４２条第１項に規定する、普通地方公

共団体の職員による違法又は不当な財務会計上の行為（公金の支出、財産の取得・管理・処

分又は契約の締結・履行若しくは債務その他の義務の負担）等である。 

    また、住民訴訟は住民監査請求の延長線上にあるところ、最高裁判例（最三小判平成４．

１２．１５民集４６巻９号２７５３頁）は、住民訴訟において原告住民が主張し得る財務会

計上の行為の違法は、財務会計法規違反に限定されることを明らかにしている。 
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    換言すれば、たとえ先行する原因行為（非財務会計行為）に何らかの違法性があり、それ

が地方公共団体に財務上の影響を及ぼすものであっても、それだけでは、後行の財務会計上

の行為が違法又は不当なものとはならないということである。 

    このことに関し、先行する原因行為の違法性が財務会計上の行為に承継されるかどうかに

ついて、大阪高裁平成１７年７月２７日判決（裁判所ホームページ）は、前掲最高裁判例を

引用し、「自治法２４２条の２第１項の規定に基づく住民訴訟における違法性は、原則として

財務会計上の行為自体に固有のものでなければならず、たとえ上記財務会計上の行為に先行

する原因行為に非財務会計法規上の違法事由が存する場合であっても、当然にその違法性が

承継されて後行の財務会計上の行為も違法となると解するのは相当ではなく、例外的に原因

行為に存する違法事由の内容及び程度が予算執行の適正確保の見地から看過し得ないもので

あると認めるときに限って、その違法性を問うことができるものと解するのが相当である」

と判示する。 

    住民訴訟における違法性の承継に係るこの判旨は、住民監査請求についても及ぶと考えら

れるところ、先行する原因行為に非財務会計法規上の違法事由が存することをもって後行の

財務会計上の行為の違法性を主張する住民監査請求を地方自治法第２４２条第１項に規定す

る請求としてその行為の違法性を判断するに当たっては、まず、先行する原因行為に非財務

会計法規上の違法事由が存在し、その上で、当該違法事由の内容及び程度が後行の財務会計

上の行為において予算執行の適正確保の見地から看過し得ないものであると認められる程度

のものであることが必要である。 

    この点、請求人は、専ら財務会計上の行為（本件措置請求以前の１年間における「清掃工

場等管理運営運転業務委託費」などのごみ処理費用の支出）に先行する原因行為に相当する

市一般廃棄物処理計画の違法性を問うているところ、まず、財務会計上の行為に先行する原

因行為に相当する市一般廃棄物処理計画の違法性の有無について、以下検討する。 

 

  ⑵ 廃棄物処理法における一般廃棄物及び産業廃棄物の定義及びその解釈 

    廃棄物処理法は、第２条第４項において、産業廃棄物を「事業活動に伴つて生じた廃棄物

のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定める廃

棄物」（第１号）及び「輸入された廃棄物（略）並びに本邦に入国する者が携帯する廃棄物

（略）」（第２号）と定義し、同条第２項は、「「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物

をいう。」と規定する。 

    また、第３条第１項は、「事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任にお

いて適正に処理しなければならない。」と規定する。 

    廃棄物処理法第２条第２項と同条第４項第１号を文理解釈すると、事業活動に伴って生じ

た廃棄物のうち、廃プラスチック類は、廃棄物処理法における定義上は、産業廃棄物であっ

て、一般廃棄物ではないことから、同条の定義規定の文言だけを見れば、請求人の主張は、

当を得ているようにも見える。 

    一方で、前記第４の１⑴で述べた産業廃棄物処理行政の沿革を踏まえると、産業廃棄物と

一般廃棄物は、次のように捉えることができる。 

   ア 産業廃棄物 

     事業活動により生じる廃棄物で、質的・量的に、適正に処理されなければ不法投棄等に

よる環境汚染等を招きかねないものについて、その処理責任を排出した事業者に明確に課

し、事業者の責任意識を高め、もってその適正な処理を確保することとしたもの 

   イ 一般廃棄物 

     日常生活により家庭などから排出される廃棄物で、環境汚染等の懸念が少なく、市町村
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が有する処理能力でも十分に適切な処理が可能なものについて、事業者から排出される同

種のものも含め、その適正な処理を市町村に委ねたもの 

 

  ⑶ 一般廃棄物及び産業廃棄物の区分に係る国（環境省）の見解 

   令和６年国会議資料では、「事業活動に伴って生じた廃棄物の取扱いについては、（略）

「その性状、排出量、処理困難性等の問題から市区町村責任の下で処理が円滑に行われてい

るとは言い難いもの」以外のものについては、市区町村の処理責任の下に整理されている。

このことから、事業者から排出される廃棄物のうち、市区町村による処理が可能なものは事

業系一般廃棄物として、市区町村による統括的処理責任の下、一般廃棄物処理計画に基づき

処理がなされてきているところである。一方で、産業廃棄物に区分される廃棄物については、

排出事業者の処理責任の下、（略）厳格な対応が求められることに留意が必要である。この

ように、事業者から排出される廃棄物については、それぞれの処理責任や法的義務に基づき、

全体として適正な処理が確保されることが重要である。」と述べている。 

   また、このことを踏まえ、一般廃棄物と産業廃棄物の区分に関し、「当該廃棄物の性状、排

出量、排出者の事情、排出状況等を十分に考慮した上で、適正な処理を確保するためにどの

ような扱いが望ましいのかということを、一般廃棄物について統括的処理責任を有する市区

町村と産業廃棄物の処理について指導権限を有する都道府県等との間で十分に調整する必要

がある。」と述べている。 

   さらに、前記第４の１⑷で引用した令和６年国会議資料（廃棄物規制課資料）では、次の

ように述べる。 

「一部の自治体において、廃棄物処理法全体の目的や各規定の趣旨等を考慮しない非合理

的な運用がなされている事例が未だに散見される。具体的には、廃棄物処理法（同法に基づ

く政令、省令及び告示等を含む。）の文言のみに囚われた形式的な解釈や、産業廃棄物処理業

者の合理的な実務を踏まえない運用など、産業廃棄物処理業者に対して過度の負担を強いる

行政実務が見られる。」、「産業廃棄物の適正処理の更なる推進と循環型社会の形成という産業

廃棄物行政の目的を達成するためには、都道府県及び政令市における廃棄物処理法の合理的

な運用が決定的に重要である。」、「廃棄物処理法の目的は、廃棄物の適正処理を通じた生活環

境の保全及び公衆衛生の向上であり、この目的を実現するために設けられた各規定の趣旨を

踏まえ運用すること。その際には、当該規定のみならず、廃棄物処理法の他の規定、循環型

社会形成推進基本法、各種リサイクル法など関連法令も勘案し、全体最適となるような運用

を心がけること。」 

   廃棄物処理法を所管している廃棄物規制課その他国（環境省）の見解を踏まえると、前記

第４の２⑵のア及びイで述べた産業廃棄物と一般廃棄物の捉え方には一定の合理性があると

言える。 

 

  ⑷ 他の政令指定都市においてプラスチックごみの一部を一般廃棄物として処理している例 

    他の政令指定都市が公表している一般廃棄物処理計画や事業ごみの分別区分・処理方法の

詳細を示した啓発資料を確認したところ、次表のとおり、広島市以外にも、５都市において、

一般廃棄物処理計画や当該啓発資料に、プラスチックごみの一部を一般廃棄物として処理で

きる旨が明記されている例が見られた。 

    各都市が処理可能としているプラスチックごみの例示を見ると、広島市の例示に比べ、そ

の量、大きさ、性状などが具体的に示されており、市一般廃棄物処理計画における記載（「プ

ラスチックごみ」（包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック類））やこれに係る

啓発資料上の表現には、工夫の余地があると考えられる。 
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都市名 分別の区分 一般廃棄物として処理可能な主な品目等 

さいたま市 不明 

休憩時に職員の食事等に伴って発生したお弁当ごみやお菓子のプ

ラスチック容器等について事業者がまとめて捨てる場合には、少

量に限り事業系一般廃棄物として処理することが可能 

新潟市 可燃ごみ 

少量のプラスチックごみ：プラマークの容器包装、少量の化学繊

維等の可燃物（９０ℓ １袋以内/週） 

少量のペットボトル：ペットボトル（９０ℓ １袋以内/月） 

浜松市 もえるごみ 

プラスチック製品（長さ６０㎝未満で、①主に家庭生活で使用さ

れるもの、②１回使い切りの製品、③生ごみ等の一般廃棄物で汚

れている、の条件を満たす場合） 

名古屋市 可燃ごみ 

プラスチック製品（コンセントを使用する電気製品を除く。）等

の燃やすことができるごみで、３０センチメートル角以下のもの

（プラスチック製品については、その性状及び量が家庭廃棄物と

同等のものに限る。） 

神戸市 可燃ごみ 

継続的に発生しない廃プラスチック類 

指定袋に入るもの：排出元１箇所・１日につき、総量が７０L

の袋で３袋分まで 

指定袋に入らないもの：排出元１箇所・１日につき、総量が５

点まで 

広島市 

可燃ごみ 生ごみ、再生できない紙くず、木くずなど 

プラスチッ

クごみ 

包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック類 

（生ごみ等が付着して汚れたものは、洗うなどしてきれいにして

出してください。きれいにできない場合は「可燃ごみ」として出

してください。） 

不燃ごみ 
傘や文具などプラスチックと金属の複合品など 

（小型家電を除く。） 

   （出典） さいたま市：事業ごみの処理ガイド 

        新 潟 市：令和７年度新潟市一般廃棄物処理実施計画 

        浜 松 市：事業系一般廃棄物（ごみ）の適正な処理方法について 

        名 古 屋 市：令和７年度一般廃棄物処理実施計画 

        神 戸 市：事業系ごみの出し方ルールブック 

        広 島 市：広島市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画、事業ごみ（一般廃棄物）

の正しい出し方 

 

  ⑸ 政令指定都市において事業ごみ（一般廃棄物）として処理されるプラスチックごみ量（試

算） 

    監査事務局が、令和５年度一般廃棄物処理実態調査（環境省公表）における「事業系ごみ

の搬入量」と各政令指定都市が公表している事業ごみの組成分析調査結果を基に、各都市に

おいて事業ごみ（一般廃棄物）として処理されるプラスチックごみ量を試算した結果は、次

の表のとおりである（組成分析調査結果を公表している１１都市に限る。）。 

    これによれば、一般廃棄物処理計画において、事業者から排出されるプラスチックごみの

一部を一般廃棄物として位置付けるか否かにかかわらず、いずれの都市においても事業者か
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ら排出される一定量のプラスチックごみが一般廃棄物として処理されていることが分かる。 

    また、各都市の一般廃棄物として処理されるプラスチックごみ量（試算）について、就業

者当たりの量及び事業所当たりの量のいずれにおいても、広島市が他都市に比べ突出してい

るとは言えない。 

以上のことから、少なくとも、市一般廃棄物処理計画に「プラスチックごみ」（包装ビニー

ル、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック類）の区分が定められていることにより、広島市

において、他都市と比べ多量のプラスチックごみが、一般廃棄物として処理されているとは

認め難い。 

 

都市名 
就業者数

(人) 

事業所数

（か所） 

事業系ごみ搬入量(t) 組 成 分

析 結 果

(ﾌﾟﾗｽﾁｯ

ｸごみの

割合) 

プラスチックごみ量（試算） 

 

うち、 

可 燃 ご

み 

ごみ量 

(t) 

就業者 

当たり

（kg） 

事業所 

当たり

（kg） 

仙台市 543,304 50,186 121,303 92,757 19.7% 23,897 44 476 

千葉市 400,030 30,647 130,485 66,101 24.9% 16,459 41 537 

川崎市 545,246 43,149 91,004 0 15.6% 14,197 26 329 

新潟市 379,445 37,385 75,233 70,845 20.1% 14,240 38 381 

浜松市 394,908 37,660 71,753 64,246 13.5% 8,673 22 230 

名古屋市 1,262,077 125,884 229,088 167,398 － 47,000 37 373 

京都市 665,350 75,282 178,568 159,303 14.6% 26,071 39 346 

堺市 306,210 30,128 81,809 71,668 17.6% 14,398 47 478 

神戸市 652,945 71,718 180,804 167,087 19.0% 31,747 49 443 

岡山市 342,183 33,016 115,094 74,817 19.1% 21,983 64 666 

広島市 571,122 55,733 135,817 131,711 15.8% 24,652 43 442 

出典等 統計ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ（総務省） 
令和5年度一般廃棄物処

理実態調査（環境省） 

各都市 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
監査事務局による試算等 

   （注）・就業者数は２０２０年の「従業地による就業者数」、事業所数は２０１４年の「事業所

数」（統計ダッシュボード（総務省））による。 

     ・各都市による組成分析調査の名称は統一されていないが、以下では、便宜上、全て

「組成分析調査結果」と表記している。 

     ・各都市の組成分析調査結果は、事業ごみの全体に対する内訳を示しているもの（仙台

市、川崎市、京都市、堺市及び岡山市）と、事業ごみのうち可燃ごみに対する内訳を

示しているもの（千葉市、新潟市、浜松市、名古屋市、神戸市及び広島市）に分かれ

る。このため、組成分析調査結果が、事業ごみの全体に対する内訳を示している都市

においては、「事業系ごみ搬入量」にその割合を乗じ、可燃ごみに対する内訳を示して

いる都市においては、「うち、可燃ごみ」にその割合を乗じて求めた（名古屋市及び広

島市を除く。）。 

     ・各都市のプラスチックごみ量の試算方法等の詳細は、それぞれ次のとおり（表示単位

未満四捨五入）。 
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      仙台市：「事業系ごみ搬入量」に、同市による令和元年度の組成分析調査結果のうち、

「プラスチック類」の割合（19.7％）を乗じたもの 

      千葉市：「うち、可燃ごみ」の量に、同市による令和６年度の組成分析調査結果のうち、

「やわらかいプラスチック」の割合（24.9％）を乗じたもの 

      川崎市：「事業系ごみ搬入量」に、同市による令和５年度の組成分析調査結果のうち、

「プラスチック類」の割合（15.6％）を乗じたもの。なお、令和５年度一般

廃棄物処理実態調査においては、「混合ごみ」に 91,004ｔが計上され、「うち、

可燃ごみ」は 0ｔとなっている。 

      新潟市：「うち、可燃ごみ」の量に、同市による令和５年度の組成分析調査結果のうち、

「プラスチック類」の割合（20.1％）を乗じたもの 

      浜松市：「うち、可燃ごみ」の量に、同市による令和３年度の組成分析調査結果のうち、

「廃プラスチック類等」の割合（13.5％）を乗じたもの 

      名古屋市：同市が公表している令和５年度の組成分析調査結果において、プラスチッ

クごみ量の推計値（47,000ｔ）が示されている。 

      京都市：「事業系ごみ搬入量」に、同市による令和４年度の組成分析調査結果のうち、

「プラ」の割合（14.6％）を乗じたもの 

      堺 市：「事業系ごみ搬入量」に、同市による令和６年度の組成分析調査結果のうち、

「プラスチック類」の割合（17.6％）を乗じたもの 

      神戸市：「うち、可燃ごみ」の量に、同市による平成３０年度の組成分析調査結果のう

ち、「プラスチック類等」の割合（19.0％）を乗じたもの 

      岡山市：「事業系ごみ搬入量」に、同市による令和６年度の組成分析調査結果のうち、

「プラスチック類」の割合（19.1％、重量比）を乗じたもの 

      広島市：同市が公表している令和５年度の事業ごみ（一般廃棄物）の「可燃ごみ」の

排出量（127,149ｔ）に、同市による令和５年度の組成分析調査結果のうち

「プラスチック類」の割合（15.8％）を乗じ、これに「プラスチックごみ」

の排出量（4,562ｔ）を加えたもの。なお、この「可燃ごみ」の排出量

127,149ｔと「プラスチック類」の排出量 4,562ｔの合計が、令和５年度一般

廃棄物処理実態調査の「うち、可燃ごみ」の量に一致する。 

 

  ⑹ 市一般廃棄物処理計画の違法性の有無について 

    前記第４の１⑻で述べたとおり、広島市では、円滑にごみ処理ができる範囲内で、主に、

オフィスでの従業員の飲食に伴って事業所から排出されるプラスチック製の弁当容器やレジ

袋のほか、従業員が事務作業に使用したプラスチック製のクリアファイルやものさし等の文

具類などのプラスチックごみを受け入れているが、廃タイヤ、プラスチック製のパレットや

マットレスなどについては受入れを行っていない。 

    こうした取扱いは、事業活動に伴って生じた廃棄物を一般廃棄物又は産業廃棄物のどちら

として処理するかについて、「当該廃棄物の性状、排出量、排出者の事情、排出状況等を十分

に考慮した上で、適正な処理を確保するためどのような扱いが望ましいのかということを、

一般廃棄物について統括的処理責任を有する市区町村と産業廃棄物の処理について指導権限

を有する都道府県等との間で十分に調整する必要がある。」とした国（環境省）の見解（前記

第３の２⑴イ）に沿ったものと捉えることができる。 

    加えて、前記第４の２⑸で述べたとおり、一般廃棄物処理計画において、事業者から排出

されるプラスチックごみの一部を一般廃棄物として位置付けるか否かにかかわらず、他都市

においても一定量のプラスチックごみが一般廃棄物として処理されていること、また、他都
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市に比べ広島市におけるプラスチックごみの処理量が突出しているとは言えないことを勘案

すれば、他都市においても広島市と同様にプラスチックごみの処理に関し国（環境省）の見

解を踏まえた柔軟な運用がなされていることが推察される。 

    他方、廃棄物処理法第６条第１項は、「市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理

に関する計画（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない。」と規定し、

同条第２項で、一般廃棄物処理計画には、「分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及

び分別の区分」（第３号）を定めるものとするとされている。 

    つまり、広島市が、プラスチックごみを分別して一般廃棄物として処理することとする以

上は、廃棄物処理法第６条第１項及び第２項の規定により、一般廃棄物処理計画に、プラス

チックごみについて、分別して収集する一般廃棄物の種類及び分別の区分の一つとして定め

なければならないということであり、このため、市一般廃棄物処理計画において、分別の区

分の一つとして「プラスチックごみ」（包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器などのプラスチック

類）が設けられているものであるから、このこと自体何かの規範に違反しているといったよ

うなことは認められない。 

 

  ⑺ 財務会計上の行為の違法性等について 

    前述したことを本件措置請求における判断枠組み（前記第４の２⑴）にあてはめると、財

務会計上の行為に先行する原因行為に相当する市一般廃棄物処理計画に違法性が認められな

いのであるから、後行の財務会計上の行為に相当する広島市のごみ処理経費の支出について、

違法性ないし不当性は認められない。 

     

 ３ 結論 

   本件措置請求には理由がないため、請求を棄却する。 

 


